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１．調査の位置づけ
　この調査は、統計法に基づく基幹統計である。

２．調査の目的
　この調査は、賃金、労働時間及び雇用について島根県における毎月の変動を明らかにすることを目的としている。

３．調査の対象

４．調査事項及び用語の解説

きまって支給する給与 特別に支払われた給与

出　勤　日　数

所定内労働時間 所定外労働時間

①　本来の職務外として行われる宿日直は、労働時間数から除かれる。

②　運輸関係労働者の手待ち時間は、労働時間に含まれる。

一般労働者 パートタイム労働者

次の者も常用労働者に含まれる。

①　一定の職務に従事し、一般労働者と同じ給与規則によって給与を支払われている重役や理事。

②　前２カ月の各月において１８日以上同一の事業主に雇用されていた日々雇用労働者。

入職率 離職率

①　労働異動率には、新規の入離職者のみならず、人事異動に伴う同一企業内の転勤者も含まれる。

　Ⅰ． 毎月勤労統計調査の説明 Ｐ  １

　Ⅱ． 毎月勤労統計調査結果のご利用にあたって Ｐ  ２

　Ⅲ． 調　査　結　果　の　概　要 Ｐ  ３

Ⅳ-1． 産　業　別　実　数　表　（５人以上） Ｐ  ９

Ⅳ-2． 産　業　別　実　数　表　（３０人以上） Ｐ１１

　Ⅴ． 就　業　形　態　別　実　数　表 Ｐ１３

　Ⅵ． 指　　数　　表 Ｐ１５

　Ⅶ． 全国結果（平成２８年１１月分確報） Ｐ１９

Ⅷ． 産　業　接　続　表 Ｐ２２

　就業規則で定められた正規の始業時刻
と終業時刻との間の休憩時間を除いた、
実際に労働した時間。

前 月 末 労 働 者 数

　期間を定めずまたは１カ月を超える期
間を定めて雇用されている者。

　賞与・期末手当等の一時金、ベース
アップ等の差額追給分、３カ月を超える
期間で算定される現金給与等。

　労働協約、就業規則等によって、あら
かじめ定められている支給条件、算定方
法によって支給される給与。時間外手当
等の「所定外給与（超過労働給与）」を
含む。

月間減少労働者数×１００

　早出、残業、臨時の呼び出し、休日出
勤等による労働時間。

　１日の所定労働時間または１週間の所
定労働日数が一般の労働者より短い者。

　調査期間中に労働者が仕事のために実
際に労働した時間数のことである。

目　　　　次

常　用　労　働　者

前 月 末 労 働 者 数

　常用労働者のうちﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者以外
のもの。

労　働　異　動　率

　労働異動率は事業所間の雇用の流動状
況を示す指標である。

月間増加労働者数×１００

Ⅰ　毎月勤労統計調査地方調査の説明

現　金　給　与　総　額

　調査期間中に労働者が仕事のために実際に出勤した日数。有給であっても事業所に出勤しない日は出勤日にならないが、１
日のうち１時間でも就業すれば出勤日となる。

実　労　働　時　間

　賃金、給与、手当、賞与、その他、名
称のいかんを問わず、労働者に支払われ
たもので、所得税、貯金、社会保険料、
組合費、購買代金等を差し引く以前の金
額。

　日本標準産業分類に定める１６産業（鉱業,採石業,砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信
業、運輸業,郵便業、卸売業,小売業、金融業,保険業、不動産業,物品賃貸業、学術研究,専門・技術サービス業、宿泊業,飲食
サービス業、生活関連サービス業,娯楽業、教育，学習支援業、医療,福祉、複合サービス事業、サービス業）において、常時
５人以上の常用労働者を雇用する民営及び官公営事業所のうち、厚生労働省の指定した事業所（産業、規模ごとに無作為に抽
出された約５００事業所）。



３０人以上)にそれぞれ対応するよう推計したものです。

　　　 (２)このため事業所規模３０人以上の事業所の抽出替え時は、従前の調査対象事業所と新た

　 に抽出された事業所について重複して調査を行い、その数値を用いて過去に遡って指数

　のギャップ修正作業を行っています。

　 年２月から平成２６年１２月分までギャップ修正を行い、常用雇用指数については修正

　　 産業によっては新旧両調査結果間のギャップが大きく、指数が大きく変動している場

日本標準産業分類の改定（平成１９年１１月）に伴い、平成２２年１月から新しい産業

分類に基づき結果を表章（公表）しています。

　接続状況についてはＰ２２産業接続表をご参照ください。

　また、鉱業,採石業,砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業及び不動産業,物品賃貸業

は調査事業所数が僅少のため公表していませんが、調査産業計には含まれています。

｢－｣･････調査あるいは集計を行っていないもの(指数については指数化していないもの)

｢▲｣･････減又はマイナス

｢χ｣･････調査事業所数が少ないため公表しないもの

Ⅱ　毎月勤労統計調査結果のご利用にあたって

       (１)前年同月比などの増減率は指数により算出しており、実数で計算した場合とは必ずしも

   一致しません。

       (２)統計表中の符号の用法は次のとおりです。

 　　直近では平成２７年１月に抽出替えを行い、賃金・労働時間指数については平成２４

　 経済センサス基礎調査に基づく労働者数へ変更しました。

   じ、時系列比較が困難となります。

       (１)事業所規模３０人以上の事業所の抽出替えに伴い、新旧両調査結果間にギャップが生

　　４　指数のギャップ修正について

　 を行いませんでした。

　 合がありますので注意が必要です。

　　　 (３)事業所規模５～29人の事業所の抽出替え時にはギャップ修正等は行っていませんので、

　　   (１)事業所規模３０人以上の事業所については、概ね３年ごとに抽出替え（調査対象事業所

　 の入れ替え）を行い、平成２７年１月に平成２４年経済センサス活動調査結果を用いて

　 替えを行っています。

　　   (２)事業所規模５～29人事業所については、６ヶ月毎（１月、７月）に三分の一ずつ抽出

　なお、指数は調査対象事業所の抽出替えに伴い将来改訂されることがあります。

　　１　調査結果について

  この調査結果は、調査対象事業所からの報告を基に、本県の事業所規模５人以上の全ての

事業所(本文中５人以上)と、その中から抜き出した事業所規模３０人以上の事業所(本文中

　　２　指数の基準時について

　　３　事業所の抽出替え等について

　平成２４年１月から、指数は平成２２年平均＝１００として算出しています。

　 抽出替えを行いました。

　　６　数値の見方について

　 事業所規模５人以上の事業所に関する数値については、時系列比較に注意が必要です。

　　５　日本標準産業分類の改定について

　　　 (３)平成２４年１月調査から常用労働者数の集計に用いる母集団労働者数を、平成２１年



１．賃金の動き

（１）事業所規模５人以上

金額（円） 全国結果（円）

247,355 1.7 （12か月連続の増加） 275,497

242,591 4.2 （11か月連続の増加） 260,240

所定内給与 221,850 3.4 （11か月連続の増加） 240,282

所定外給与 20,741 － 19,958

4,764 － 15,257

　11月の一人平均現金給与総額は247,355円で、前年同月比1.7％増となった。

　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は242,591円で4.2％増となり、所定内給与は

221,850円で3.4％増となった。また、所定外給与は20,741円、特別に支払われた給与は

4,764円であった。

  現金給与総額を就業形態別にみると、一般労働者は299,053円で、パートタイム労働者は

95,937円であった。
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（２）事業所規模３０人以上

金額（円） 全国結果（円）

264,081 ▲ 2.1 （２か月ぶりの減少） 310,696

258,062 0.8 （17か月連続の増加） 290,747

所定内給与 232,715 0.6 （13か月連続の増加） 265,104

所定外給与 25,347 － 25,643

6,019 － 19,949

　11月の一人平均現金給与総額は264,081円で、前年同月比2.1％減となった。

　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は258,062円で0.8％増となり、所定内給与は

232,715円で0.6％増となった。また、所定外給与は25,347円、特別に支払われた給与は

6,019円であった。

  現金給与総額を就業形態別にみると、一般労働者は316,087円で、パートタイム労働者は

101,138円であった。
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果　の　概　要

項　　　　　目 前年同月比（％）
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２．労働時間の動き

（１）事業所規模５人以上

労働時間（時間） 全国結果（時間）

153.4 1.9 （４か月連続の増加） 145.3

142.0 1.2 （２か月ぶりの増加） 134.2

11.4 11.8 （11か月連続の増加） 11.1

　11月の一人平均総実労働時間は153.4時間で、前年同月比1.9％増となった。

　総実労働時間のうち、所定内労働時間は142.0時間で1.2％増となり、所定外労働時間は

11.4時間で11.8％増であった。

  なお、総実労働時間を就業形態別にみると、一般労働者は171.9時間で、パートタイム労

働者は99.1時間であった。
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図2-2 所定外労働時間指数の推移

（２）事業所規模３０人以上

労働時間（時間） 全国結果（時間）

156.5 1.3 （２か月ぶりの増加） 150.5

143.8 1.3 （２か月ぶりの増加） 137.4

12.7 0.7 （４か月ぶりの増加） 13.1

　11月の一人平均総実労働時間は156.5時間で、前年同月比1.3％増となった。

　総実労働時間のうち、所定内労働時間は143.8時間で1.3％増となり、所定外労働時間は

12.7時間で0.7％増であった。

　なお、総実労働時間を就業形態別にみると、一般労働者は173.1時間で、パートタイム労

働者は104.6時間であった。
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図2-5 労働時間指数及び対前年同月比の推移
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全国調査時系列表 平成２２年＝１００

ＴＬ E ＴＬ E ＴＬ E ＴＬ E ＴＬ E ＴＬ E ＴＬ E

調　査 調　査 調　査 調　査 調　査 調　査 調　査

産業計 産業計 産業計 産業計 産業計 産業計 産業計

平成 24 年 98.9 101.8 99.4 101.4 99.1 101.1 100.3 100.9 100.2 100.7 101.7 103.7 101.3 99.4

５ 25 98.5 101.1 98.5 100.3 98.1 99.8 99.3 100.1 98.8 99.5 104.4 106.4 102.1 98.2

26 98.9 102.9 98.4 101.0 97.7 99.9 98.9 100.5 98.2 99.3 108.6 112.9 103.6 97.8

27 99.0 103.3 98.6 101.4 98.0 100.1 98.6 100.8 97.9 99.6 107.5 113.4 105.8 98.2

人

平成 28 年 5 月 84.7 83.9 98.2 100.0 97.7 99.3 94.2 92.5 93.6 91.7 102.0 101.4 107.8 99.0

以 6 136.2 133.8 99.1 102.3 98.7 101.2 101.6 104.6 101.5 104.1 103.9 109.9 108.3 99.1

7 117.8 144.7 99.0 102.4 98.6 101.2 99.9 103.8 99.6 103.0 104.9 112.1 108.5 98.9

8 85.9 87.7 98.3 101.0 98.0 100.2 95.7 95.7 95.4 94.7 100.0 105.7 108.6 98.7

上 9 83.6 85.0 98.6 101.9 98.2 100.8 98.3 101.9 97.8 100.9 104.9 112.1 108.6 98.7

10 84.2 85.3 99.0 102.5 98.3 101.1 97.8 101.1 97.1 99.8 107.8 114.2 108.8 98.8

11 87.0 90.0 99.0 102.7 98.2 100.9 99.1 103.8 98.4 102.4 108.8 117.7 109.1 98.8

平成 24 年 99.3 101.4 99.8 101.3 99.7 101.2 100.4 100.3 100.4 100.2 100.9 101.0 99.7 98.5

30 25 99.0 101.3 99.0 100.6 98.7 100.2 99.4 99.7 99.1 99.1 103.3 105.3 99.5 97.0

26 99.9 103.2 99.2 101.1 98.6 100.0 99.2 100.0 98.5 98.6 106.8 112.5 99.9 96.2

27 99.9 103.4 99.6 101.5 99.1 100.2 99.1 100.4 98.5 99.2 106.5 111.9 100.9 96.2

人

平成 28 年 5 月 84.2 82.2 99.3 100.1 98.9 99.4 95.1 92.6 94.6 91.6 100.8 101.3 102.0 97.0

以 6 147.6 139.6 100.2 102.2 99.9 100.9 102.7 104.2 102.6 103.6 103.3 109.6 102.3 97.0

7 119.2 148.7 100.2 102.4 99.9 100.9 101.0 103.8 100.8 102.9 103.3 112.7 102.3 96.8

8 83.8 84.8 99.5 101.2 99.4 100.2 96.7 95.5 96.5 94.3 98.3 106.4 102.2 96.7

上 9 82.5 83.0 99.8 102.0 99.7 100.7 99.2 101.5 98.8 100.4 103.3 112.1 102.1 96.5

10 83.4 83.5 100.5 102.6 99.9 101.0 98.9 100.9 98.3 99.5 105.8 114.0 102.1 96.4

11 86.8 88.6 100.4 102.7 99.7 100.8 100.3 103.8 99.6 102.3 108.3 118.5 102.3 96.4

（事業所規模５人以上）

特別に支払われ

前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年比
円     ％ 円     ％ 円     ％ 円     ％ 円     ％

0.5 0.3 0.4 -1.3 2.0

1.8 2.7 2.9 0.2 -11.2
0.8 0.7 0.9 -2.1 2.2
0.7 0.5 0.4 0.8 3.2

1.6 -0.5 -0.7 0.7 145.8
0.7 0.0 1.4 -12.7 7.0
2.4 0.9 1.3 -1.8 50.8

-0.1 0.5 0.3 3.6 -9.5
-0.5 -0.8 -0.7 -3.6 5.7
-0.8 -0.8 -1.1 3.6 0.4
1.3 0.5 1.1 -7.6 11.3

-1.0 -1.0 -1.4 4.4 1.5
0.8 0.9 0.8 5.0 -4.2
0.5 -0.2 -0.2 -1.8 34.8

0.7 1.5 1.7 -2.6 -15.6
4.2 1.6 2.5 -17.0 125.0
0.2 0.9 0.7 3.9 -12.4

事業所規模３０人以上

0.8 0.6 0.7 -0.6 3.5
0.9 0.6 0.4 2.4 5.3
0.5 1.3 1.1 4.3 -10.1
0.2 1.3 1.6 -2.5 -24.4

毎月勤労統計調査の結果は、厚生労働省のWebページに掲載されています。（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1a.html）

医 療 , 福 祉 294,975 286,242 267,478 18,764 8,733
卸売業,小売業 258,812 241,332 227,924 13,408 17,480

26,684
調 査産 業計 310,696 290,747 265,104 25,643 19,949

複合サービス事業 309,633 295,128 282,843 12,285 14,505
その他のサービス業 236,090 225,723 205,958 19,765 10,367

製 造 業 350,402 323,718 283,779 39,939

医 療 , 福 祉 259,519 250,946 236,974 13,972 8,573

教育,学習支援業 302,379 293,280 287,421 5,859 9,099
生活関連サービス等 193,787 185,138 174,893 10,245 8,649
飲食サービス業等 119,157 116,423 109,068 7,355 2,734

学 術 研 究 等 392,216 360,671 337,563 23,108 31,545
不動産・物品賃貸業 313,706 287,868 267,424 20,444 25,838
金融業,保険業 376,676 355,341 332,584 22,757 21,335
卸売業,小売業 237,506 224,365 212,418 11,947 13,141

40,775 14,561

15,816
情 報 通 信 業 420,973 379,486 347,070 32,416 41,487
電気 ・ ガス業 465,972 450,156 392,606

製 造 業 327,651 304,986 270,962

運 輸 業 , 郵 便 業 306,755 292,194 251,419

34,024

57,550

鉱業,採石業等 298,796 280,959 255,926 25,033 17,837

22,665
建 設 業 359,786 332,255 307,067 25,188 27,531

第１表　月間現金給与額

現金給与総額

た給与

調 査 産 業 計 275,497 260,240 240,282 19,958 15,257

産　　業 きまって支給
所 定 内 給 与 所 定 外 給 与

する給与

Ⅶ　全国結果（平成28年11月分確報）

事
業
所
規
模

年　　月

現金給与総額
きまって支給する

給与
所定内給与 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 常用雇用

製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業



（事業所規模５人以上）

（事業所規模５人以上）

事業所規模３０人以上

0.3

18.3

15.4

0.2
-0.2

0.1

19.0
19.2

0.0

-0.2
-0.3

134.2

前 年 差

18.8

前 年 比 前 年 比

時間 時間

-0.3

18.9 0.7

7.7 18.8

19.216.0
23.8 0.020.3

-0.1

-0.1 11.1

第２表　月間実労働時間及び出勤日数

総 実 労 働 時 間 出　勤　日　数
産　　　　業 所 定 内 労 働 時 間 所 定 外 労 働 時 間

日　　 ％

前 年 比

     ％     ％

14.7

0.0

-0.1
0.1

日

21.74.1

時間

20.1

20.8鉱 業 , 採 石 業 等

145.3調 査 産 業 計

166.4 -2.3

-0.9

-0.6

-5.1
15.1
16.6

建 設 業 178.1
製 造 業 168.0

-2.0151.7

-0.1

0.7163.0
-0.4

1.0
-0.4

156.6
情 報 通 信 業

電 気 ・ ガ ス 業

160.5
運 輸 業 , 郵 便 業

-3.616.1
-0.9 0.2144.5
0.1 150.2

3.52.7 140.5
-10.1
-4.8

151.4

94.2飲食サービス業等 100.0

155.4学 術 研 究 等

金 融 業 , 保 険 業

152.6
146.4

-0.6
1.6

137.1

-1.8

-1.5
135.0

142.2-0.7

不動産・物品賃貸業 140.1

129.4卸 売 業 , 小 売 業

2.0 11.4

-0.3
-1.3 12.5

0.9

5.8

13.2

174.0

2.5
7.0

-0.9

-4.1
3.6-2.1

18.40.0

18.2
17.0

-1.1
8.12.3

-3.7

-3.4
-2.4

4.0

18.9
1.3 4.4

0.4
0.1

0.25.2

11.8 19.1
2.5 -15.37.2
0.6

教育,学習支援業

医 療 , 福 祉

128.3

0.5

2.4

135.6

138.8

1.5
141.8
130.4

135.0
1.4

151.7
1.3

149.0

生活関連サービス業

医 療 , 福 祉 142.7

146.8その他のサービス業

複合サービス事業

卸売業,小売業 19.2
0.0
0.0

19.9

125.7132.7 -1.3

事業所規模３０人以上

130.5

120.2

6.0

13.10.8150.5
0.3

137.4
0.1 18.6

136.70.6

19.0-1.5
1.6

0.1

49,270

調 査 産 業 計

第３表　常用雇用及び労働異動率

千人

170.3製 造 業

0.218.7

0.6

調 査 産 業 計

産　　　業

8.31.0

1.79

-1.6

34,014

5.1

-1.1 

0.7

15,256 0.05 2.8 

一 般 労 働 者
前 年 比

千人 　　％

2.0 

前 年 差

2.2 

前 年 比

　　％

パートタイム労働者

-0.05 1.57
ポイント

3.2 
1.55

前 年 差

-0.28 19

労 働 者 総 数 入　　職　　率

ポイント ％

前 年 比

　　％ 千人

離　　職　　率

％

-0.25 

0.5 

6,937
2,774

0.7 

0.2 

3.1 

-0.21 0.44267

-1.0 2
165

0.01 1.011.04 -0.01 

21

8,073製 造 業

2,939建 設 業

鉱 業 , 採 石 業 等

4.9 0.891.32 0.16 
1,136

0.95-2.4 -2.6 

0.5 

0.24 

178 -0.12 
-0.01 4,007

1.024.2 

電 気 ・ ガ ス 業 279 12
2.0 1,518

運 輸 業 , 郵 便 業 0.3 
1.9 情 報 通 信 業

3,323 2,729 1.7 594
76

-5.5 
5.8 0.07 

0.5810.8 

1.842.5 

-0.08 1.48
0.09 1.22

1.19

0.16 
1.15

-0.20 

-0.07 1.22

-0.15 1.58

1,442

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業 1,253
8,968
1,431 -0.3 

1.5 4,961

学 術 研 究 等

不動産・物品賃貸業

1,239 2.2 
568739

1,410

0.3 
0.7 

0.02 
0.05 

-0.08 

-0.22 
0.28 
0.50 

生活関連サービス等

2,162
9103.9 1,786

3.8 

飲食サービス業等 3,6514,717 4.6 1,066 3.4 

4.9 
5.2 2.66

5.1 
2.7 876

6.1 
-0.8 

171
4.6 171

1.34
3.3 
2.5 

1.64

4.53

0.06 1.44
-0.14 2.67

-0.19 
0.08 

-0.16 

0.17 3.81

1.44
0.900.24 

教育,学習支援業

医 療 , 福 祉 1.35

1.013,160

6,702 -0.14 

999 7.4 

2.3 4,6392.7 1.293.3 2,064

2.4 
-0.30 

-4.1 

0.07 
0.80

0.0 

-0.03 
-0.01 

1.89
2940.0 0.9 

7,127

1,109
-5.1 0.7746

1.47

2.24

1.350.02 

341
3.5 2,753

3,199

製 造 業

調 査 産 業 計

3,862

6,020

医 療 , 福 祉

卸売業,小売業 3,972
4,145

その他のサービス業

複合サービス事業

1.3 
5,348

1.0 

2,159
1.0 

27,961 20,834

0.3 
0.3 

2.1 -1.7 
1.1 

0.9 
-0.2 

0.21 
-0.15 

1.11
1.41

0.04 
-0.11 

1.32
1.27

672 0.950.93 -0.02 
1,814

1.3 946



（事業所規模５人以上）

( ）（ ） ( )( ) ( )

( ）（ ） ( )( ) ( )

（事業所規模５人以上）

     ％

（ ）( ） ( ）（ ）

（ ）( ） ( ）（ ）

（事業所規模５人以上） （事業所規模５人以上）

％ ％

（ ）( ）

（ ）( ）

-0.18

製 造 業

調 査 産 業 計

2.09

-0.87

2.27

2.03

医 療 , 福 祉

卸 売 ・ 小 売 業

2.51

2.84

2.50

3.20

0.15

0.13（事業所規模３０人以上）

-0.51

2.78

30.79医 療 , 福 祉

事業所規模３０人以上

0.06

0.09

-0.17

0.05

-0.96

-0.28

医 療 , 福 祉

11.16

22.81-0.14

45.660.08 卸 売 ・ 小 売 業

製 造 業

パートタイム労働者

（事業所規模３０人以上）

0.80

調 査 産 業 計 3.51

-0.2825.49

一 般 労 働 者

0.00調 査 産 業 計

0.13

0.16

-0.130.75

-0.16

1.03

-0.010.88

1.03

製 造 業

卸 売 ・ 小 売 業

医 療 , 福 祉

44.68卸 売 ・ 小 売 業

2.46

-0.341.02

-0.07

1.02

0.45

ポイント

0.200.84

産　　　　  業

第７表　パートタイム労働者比率

30.96

14.07

-0.04

前 年 差 前 年 差 前 年 差

0.02

産　　　　　　業

製 造 業

パートタイム

-0.23

離　　職　　率

1.03

ポイント ％

0.97

労働者比率

0.17

ポイント

調 査 産 業 計

入　　職　　率

第６表　就業形態別労働異動率

-0.2

-1.7

0.0

0.0

15.8

16.5

17.9

-0.2

20.1 0.16.9

-3.6

-2.7

2.7

0.9

14.4

-1.5 5.4

0.2

-0.2

-0.4

1.2 -14.3

-1.6

111.1 -1.8 3.8

-0.9 89.893.4（事業所規模３０人以上）

0.180.1

2.3

3.6-0.8

製 造 業

卸 売 ・ 小 売 業

116.5

78.9

93.6 -1.5

医 療 , 福 祉 -0.1

91.3

86.9

153.2

84.2

0.9160.1

-1.7

0.0

調 査 産 業 計

パ ー ト タ イ ム 労 働 者

医 療 , 福 祉

18.5

12.0

-0.3製 造 業 176.5

172.1 160.1卸 売 ・ 小 売 業 20.7

15.1

-0.1

158.0 -0.4

-0.3

0.0

0.7 16.3

-0.6

4.3

20.5

％

153.6（事業所規模３０人以上） 0.9

調 査 産 業 計

一 般 労 働 者 時間 時間

0.4171.4 0.3

169.9

日時間

14.9

％

156.5

0.220.1

日

-1.8

％

0.0

前 年 差

0.120.5

産　　　　業

-26.9

-2.4

出　勤　日　数

1.5

第５表　就業形態別月間労働時間及び出勤日数

-0.2

-0.6

115,917

卸 売 ・ 小 売 業

1,572 35.1

538

1,618製 造 業

医 療 , 福 祉

3.9

2,278

0.3

前 年 比

所 定 外 労 働 時 間
前 年 比

総 実 労 働 時 間
所 定 内 労 働 時 間

前 年 比

90,379

-0.7 -1.0108,586

1.1 1.7

2,408

113,639

0.10.092,787

115,260

-18.2

93,325

117,489

116,878 6,674

106,1330.2107,071（事業所規模３０人以上） 9384,603

3,321

0.5

調 査 産 業 計 96,117 -0.2

医 療 , 福 祉

パ ー ト タ イ ム 労 働 者

322,476 0.8

-2.6-4.20.3 101,530

-12.9716

291,644310,800

95,401 0.0 -4.7

1.7

-0.2 92,080

19,156 -17.3

32,8100.4

4.6

-0.80.3

1.9

0.4

19,631

38,4930.3

0.9

-1.5 11,676

調 査 産 業 計 355,672
（事業所規模３０人以上） 380,060

306,5230.5

0.6

3.126,104

26,425

0.6

353,635

卸 売 ・ 小 売 業

0.6製 造 業 362,094

353,654 0.3

3.2

-8.423,294330,360 310,7291.2

前年比 前 年 比

円 円

前 年 比

335,990

　　％

333,916 27,3930.7

297,497

-0.9 2.521,7560.7

320,825

第４表　就業形態別月間現金給与額

現 金 給 与 総 額

する給与
　　％ 　　％

所 定 内 給 与 所 定 外 給 与

円　　％円 円

た給与

産　　　業 きまって支給

前 年 比

一 般 労 働 者 　　％

前 年比

特別に支払われ



ＴＬ 調 査 産 業 計 ○ ＴＬ 調 査 産 業 計

Ｃ 鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 ◎ Ｄ 鉱 業

Ｄ 建 設 業 ◎ Ｅ 建 設 業

Ｅ 製 造 業 ◎ Ｆ 製 造 業

09･10  食料品製造業､飲料･たばこ･飼料製造業 ◎ 09･10  食料品､飲料･たばこ･飼料製造業

11　　 繊維工業 × 12　　 衣服・その他の繊維製品製造業

12　　 木材・木製品製造業（家具を除く） △ 13　　 木材・木製品製造業（家具を除く）

21　　 窯業・土石製品製造業 ○ 22　　 窯業・土石製品製造業

22　　 鉄鋼業 ◎ 23　　 鉄鋼業

26　　 生産用機械器具製造業 × 26     一般機械器具製造業

28     電子部品・デバイス・電子回路製造業 ▲ 29     電子部品・デバイス製造業

31　　 輸送用機械器具製造業 ◎ 30　　 輸送用機械器具製造業

　　　 その他*2 × 　　　 その他

Ｆ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 ◎ Ｇ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

Ｇ 情 報 通 信 業 ▲ Ｈ 情 報 通 信 業

Ｈ 運 輸 業 , 郵 便 業 ▲ Ｉ 運 輸 業

Ｉ 卸 売 業 , 小 売 業 ▲ Ｊ 卸 売 ・ 小 売 業

Ｊ 金 融 業 , 保 険 業 ◎ Ｋ 金 融 ・ 保 険 業

Ｋ 不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 × Ｌ 不 動 産 業

Ｌ 学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 × Ｑ サービス業（他に分類されないもの）

Ｍ 宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 × Ｍ 飲 食 店 , 宿 泊 業

Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 × Ｑ サービス業（他に分類されないもの）

Ｏ 教 育 ， 学 習 支 援 業 ▲ Ｏ 教 育 , 学 習 支 援 業

Ｐ 医 療 , 福 祉 ○ Ｎ 医 療 , 福 祉

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 ▲ Ｐ 複 合 サ ー ビ ス 事 業

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） × Ｑ サービス業（他に分類されないもの）

（注）*1　「旧産業との接続」欄の符号は、以下のとおりです。

　「◎」…　旧産業と完全に接続する産業

　「○」…　常用労働者数の変動が０．１％以内

　「△」…　常用労働者数の変動が１．０％以内 旧産業と完全には接続しないが、長期時系列比較を可能にするた

　「▲」…　常用労働者数の変動が３．０％以内 め接続させる産業

　「×」…　常用労働者数の変動が大きく接続しない産業

*2　製造業の中分類「その他」は、単独で表章しないものを一括したものです。　

*3　製造業、卸売業,小売業等の中分類別の実数は、当月報に掲載しておりませんが、表章（公表）

　  はしていますので、統計調査課までお問い合わせください。指数については作成していません。

Ⅷ　（別表）毎月勤労統計調査地方調査　産業接続表   

中
　
　
分
　
　
類

新産業分類（H22.1～） 旧産業と

の接続*1

旧産業分類（H21年以前）

大 分 類 大 分 類

中
　
　
分
　
　
類
*
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